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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第18期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第17期

会計期間

自  平成20年
６月１日

至  平成20年
８月31日

自  平成21年
６月１日

至  平成21年
８月31日

自  平成20年
６月１日

至  平成21年
５月31日

売上高                     （千円）365,803 95,726 702,894

経常損失(△)               （千円）△18,043 △176,811 △652,563

四半期（当期）純損失(△)   （千円） △9,447 △175,229△1,028,200

純資産額                   （千円）2,025,216 816,605 992,253

総資産額                   （千円）3,894,3682,216,8932,573,856

１株当たり純資産額           （円）33,287.0313,590.8416,514.17

１株当たり四半期（当期）

純損失金額(△)　　　　　　 　（円）
△155.28 △2,916.36△17,023.75

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額           （円）
－     －     －

自己資本比率                 （％）52.0 36.8 38.6

営業活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△216,663 △96,410 △315,213

投資活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△16,731 4,782 △459,809

財務活動による

キャッシュ・フロー         （千円）
△106,201 △169,681 △245,832

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高       （千円）
1,551,195 606,612 871,004

従業員数       　　　　　　　（人）　 64 38 37

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については潜在株式は存在するものの、１株当たり四半

期(当期)純損失を計上しているため、記載しておりません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間において、電子部品検査装置事業の製品構成に変更があり、ソーラーシミュレーター、セ

ルテスター及び太陽光発電モジュールを新たに追加いたしました。

　

＜電子部品検査装置事業＞

　撮像半導体（ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ）やカメラモジュール、表示デバイスの製造工程における検査用光源

装置及びＩＰモジュール等各種電子部品検査装置の開発・製造・販売を行っております。

　また、ソーラーシミュレーター、セルテスター、太陽光発電モジュールの販売を行っております。

　

＜セキュリティ関連事業＞

　株式会社ＢＩＪ（連結子会社）は、セキュリティ関連製品の開発・製造・販売を行うことを目的とした子会社であ

ります。赤外線センサーであるシートビームセンサーや特許技術を応用したヘテロコア光ファイバーセンサーなどセ

キュリティや環境モニタリング関連製品の開発・製造・販売、並びに開発受託を行っております。

　　

  事業別の主要製品は下記のとおりです。

事業区分 主要製品

電子部品検査装置事業
光源装置、ＩＰモジュール、カメラモジュール検査システム

ソーラーシミュレータ、セルテスター、太陽光発電モジュール

セキュリティ関連事業 ヘテロコア光ファイバーセンサー、シートビームセンサー

　

(1) 光源装置

　光源装置は、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ（光を電気信号に変換する半導体）の良否を判定するための検査に必

要な光を作り出し、その光を高精度、高速で検査対象に照射する装置です。テスターと呼ばれる測定機器に指定された

照度の光をＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャに正確に照射し、画素の欠落や変色等の欠陥がないかを検査します。

　

(2) ＩＰモジュール

　ＩＰモジュールは、画素のうちどこに欠陥があるか判断するために画像処理を行うモジュールです。提携先のヴェリ

ジー株式会社（旧アジレント・テクノロジーズ・インク）の93000ＳＯＣテスターは、ＩＰモジュールを付加するこ

とによってはじめて撮像半導体の検査が可能となります。

　

(3) カメラモジュール検査システム

　カメラモジュールは、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャにレンズや他の半導体等を組み付けたカメラ機能をもつ電子

部品で、携帯電話向け等への生産が世界的に急拡大をしております。当社は、ＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイメージャ用の光源

装置、ＩＰモジュール等、これまでに蓄積してきた技術を応用してカメラモジュール検査システムを開発しました。カ

メラモジュールの検査の自動化並びに生産性向上に大いに寄与するものと考えられます。

　　

(4）ソーラーシミュレーター

ソーラーシミュレーターとは、擬似的な太陽光を人工的に発生させる光源装置のことであり、主として太陽電池モ

ジュールの性能検査に用いられます。

　

(5）セルテスター

セルテスターは、太陽電池の最小単位であるセルに模擬太陽光を当て、その性能を検査し、ランク分けを行います。

　

(6）太陽光発電モジュール

　太陽光発電モジュールは、ご家庭もしくは工場等の屋根に設置し、太陽光を利用し発電するものです。

　

(7）ヘテロコア光ファイバーセンサー

　当社独自の技術であるヘテロコア光ファイバーセンサー技術を用いて、マルチ環境・光モニタリングシステムを開

発しております。このシステムは、トンネルや橋梁、建造物といった大型建築物のゆがみやひずみ、また地滑りといっ

た自然環境の変化のモニタリングを行い、防災に用いられます。また、この技術を家庭用のセキュリティシステムとし

ても開発しております。
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(8）シートビームセンサー

　シートビームセンサーは、不審者が目に見えない赤外線センサーを遮断したときに警報を発し、侵入前にこれを

シャットアウトするホームセキュリティシステムです。　　

　

　

３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成21年８月31日現在

  従業員数（人） 38 (5)

（注）  従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、当

第１四半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成21年８月31日現在

  従業員数（人） 32 (5)

（注）  従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員、アルバイト、契約社員を含む。）は、当

第１四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　従来、セグメントを「電子部品検査装置事業」と「セキュリティ関連事業」に区分し、このうちの「電子部品検査装

置事業」については製品ごとに「光源装置」「画像検査装置」「テスター装置」と区分しておりましたが、当第１四

半期連結会計期間よりこのうちの「テスター装置」の名称を「光エコ」に変更いたしました。

　この変更は、取扱製品の類似性等を勘案し、新規事業の拡大と事業構造の改革を踏まえ、業績実態を明確に反映する

ためのものであります。

　

　

(1）生産実績

 当第１四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

金額(千円) 前年同四半期比（％）

電子部品検査装置事業

光源装置 58,138 19.5

画像検査装置 492 3.2

光エコ 8,951 28.3

小計 67,581 19.6

セキュリティ関連事業 - -

 合計 67,581 17.8

 （注）１．本表の金額は、販売金額によっております。

２．金額には、消費税等は含まれておりません。

３．生産実績には外注仕入実績を含んでおります。

(2）受注実績

 当第１四半期連結会計期間の受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

受注高 受注残高

金額(千円)
前年同四半期比

(％)
金額(千円)

前年同四半期比
(％)

電子部品検査装置事業

光源装置 108,042 57.7 167,268 115.0

画像検査装置 492 2.3 24,478 93.0

光エコ 8,951 30.7 500 30.3

小計 117,485 49.3 192,247 111.2

セキュリティ関連事業 - - - -

 合計 117,485 49.3 192,247 73.0

　（注）金額には、消費税等は含まれておりません。
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(3）販売実績

 当第１四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。

事業の種類別セグメントの名称

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
　至 平成21年８月31日)

金額(千円) 前年同四半期比（％）

電子部品検査装置事業

光源装置 86,283 28.2

画像検査装置 492 2.1

光エコ 8,951 28.3

小計 95,726 26.5

セキュリティ関連事業 - -

 合計 95,726 26.2

　（注）１．金額には、消費税等は含まれておりません。

２．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間の主な相手先別の販売実績、及び当該販売実績の

総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。なお、金額には消費税等は含まれておりません。

相手先

前第１四半期連結会計期間
(自 平成20年６月１日
  至 平成20年８月31日)

当第１四半期連結会計期間
(自 平成21年６月１日
  至 平成21年８月31日)

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

ソニーセミコンダクタ九州　　　　

　

　　　　　　　　株式会社

67,308 18.4 23,940 25.0

菱電商事株式会社 - - 18,559 19.4

日本サムスン株式会社 46,500 12.7 16,000 16.7

　

　

２【事業等のリスク】

　継続企業の前提に関する重要事象等につきましては、引き続き事象が存在しておりますので、その内容につき記載い

たします。 

　

（継続企業の前提に関する重要事象等）

　当社グループは、前々連結会計年度において営業損失159百万円、前連結会計年度において営業損失603百万円、当第

１四半期連結会計期間において営業損失166百万円を計上しており、継続的な損失の発生により、継続企業の前提に関

する重要事象等が存在しております。

　この状況が継続すると、継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるおそれがあります。　

　そこで当社グループは「４．財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析 (6)継続企業の前提に関す

る重要事象等を改善するための対応策等」に記載の対応策を講じ、当該事象の解消と改善に向けて努めております。

　　

　

３【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）業績の状況

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、昨年来の大幅な景気の悪化から、輸出や公共投資は回復し

つつあるものの、個人消費は力強さに欠け、設備投資は落ち込みが続いております。当社グループの主要取引先で

ある半導体メーカーも、稼働率は回復しつつあるものの、設備投資の再開については依然慎重な姿勢が続いてお

ります。

このような環境の中、当社グループでは、前第４四半期に行った経営合理化を受け、最小限の固定費で事業を運

営し、需要の取り込みを図る活動を継続しております。当社グループの主力製品であるＣＣＤ／Ｃ－ＭＯＳイ

メージャ検査向け光源装置につきましては、受注状況の落ち込みは底を打ち、改善傾向にはありますものの、未だ

昨年来の大幅な設備需要の落ち込みから回復するまでには至っておりません。

また、当第１四半期連結会計期間において、滞留たな卸資産の評価をより厳格に行うために評価基準を改定し、

たな卸資産評価損96百万円を売上原価に計上いたしました。　

以上のような状況から、当第１四半期連結会計期間の連結経営成績は、売上高95百万円（前年同期365百万

円）、営業損失166百万円（前年同期営業損失19百万円）、経常損失176百万円（前年同期経常損失18百万円）、四

半期純損失175百万円（前年同期四半期純損失９百万円）となりました。

現在、各国政府による景気刺激策の一つとして太陽光発電に係る様々な施策が施されております。当社グルー

プは、太陽光発電に関する製品への取り組みを強化しており、本年８月には、太陽光発電モジュールの生産・販売

において世界トップクラスの実績を有するインリーグリーンエナジーホールディングとの間で、太陽光発電モ

ジュールの販売に関する業務提携契約を締結いたしました。今後同社との緊密な協業関係を構築し、日本市場の

開拓を進めてまいります。　

　

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

(電子部品検査装置事業)　

当社グループの主力製品であるＣＣＤ／Ｃ-ＭＯＳイメージャ検査向け光源装置の売上につきましては、国

内及び海外における半導体メーカーの装置稼働率の回復がみられ、当セグメントの売上高も３四半期ぶりに

増加に転じましたが、本格的な回復には至っておりません。

また、太陽光発電に関する製品への取り組みを強化し、関連企業との提携を含め販売体制の構築を進めてお

ります。

このような状況のなか、当セグメントの外部顧客に対する売上高は95百万円となりました。

　

(セキュリティ関連事業)　

従来、セキュリティ関連事業に割り当てていた経営資源を、主として太陽電池に関する事業へ振り向けてい

ることもあり、当セグメントの外部顧客に対する売上高はありませんでした。

(2）財政状態の分析

　当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ356百万円減少し、2,216百万円となりまし

た。

　流動資産は、前連結会計年度末に比べ331百万円減少し、1,517百万円となりました。これは、主に現金及び預金の

減少等によるものであります。固定資産は、前連結会計年度末に比べ25百万円減少し、699百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ181百万円減少し、1,400百万円となりました。

これは主に、社債及び長期借入金等の減少によるものであります。

当第１四半期連結会計期間末の純資産は、前連結会計年度末に比べ175百万円減少し、816百万円となりました。

これは主に四半期純損失175百万円の計上によるものであります。

(3）キャッシュ・フローの状況　

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前第１四半期連結会計期間末に比べ944百

万円減少し、606百万円となりました。

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)　

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは96百万円の支出（前年同期216百万

円の支出）となりました。これは、たな卸資産評価損96百万円があったものの、税金等調整前四半期純損失174百

万円、売上債権の増加34百万円があったこと等によるものです。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)　

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは４百万円の収入（前年同期16百万

円の支出）となりました。これは、投資有価証券の売却による収入７百万円があったこと等によるものです。
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(財務活動によるキャッシュ・フロー) 　

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは169百万円の支出（前年同期106百

万円の支出）となりました。これは、長期借入金の返済による支出179百万円があったこと等によるものです。

(4）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課　

題はありません。

(5）研究開発活動　　　　

当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は１百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6）継続企業の前提に関する重要事象等を改善するための対応策等　

当社グループは、営業損失を計上し、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しておりま

す。

この状況を解消するため、前第４四半期において、大幅な固定費削減を行い、需要回復期においては高収益の獲

得が可能な組織体制を構築いたしました。当連結会計年度においても最小限の組織体制とコスト構造を維持しつ

つ、需要の取り込みを図る活動を継続し、早急な収益構造の改善に努めております。

また、既存事業及び新規事業による売上を着実に獲得する一方で、速やかな資金調達を可能とし、当社グループ

の財務キャッシュ・フローの改善を図れるよう、積極的な資本政策の検討をしております。

従いまして、当社は、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。　

(2）設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変

更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

　　　　　　　　　　普通株式 254,000

計 254,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
(平成21年８月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成21年10月14日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 63,841 63,841
東京証券取引所

（マザーズ）

当社は単元株制

度は採用してお

りません。

計 63,841 63,841 ― ―

（注）　「提出日現在発行数」欄には、平成21年10月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使

により発行された株式数は含まれておりません。

　

（２）【新株予約権等の状況】

（旧商法第280条ノ20および第280条ノ21の規定に基づく新株予約権）

①株主総会の特別決議（平成17年８月24日）

区分
第１四半期会計期間末現在
（平成21年８月31日）

新株予約権の数（個） 97

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 97

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり219,000

新株予約権の行使期間
平成19年９月１日～

平成22年８月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円）

発行価格　　219,000

資本組入額　109,500

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権を譲渡するには取締役会の承認を必要とする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―

　（注）１．当社普通株式の分割または併合が行われる場合には、次の算式により目的たる株式の数を調整するもの

とする。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち当該時点で行使されていない目的たる株式の数につ

いてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の株式については、これを切り捨てるものとする。

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、当社

は必要となる株式数の調整を行う。
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２．新株予約権発行後、当社普通株式の分割または併合が行われた場合には、次の算式により発行価額を調

整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げるものとする。

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１

分割・併合の比率

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い又は株式交換を行い完全親会社となる場合、その

他これらの場合に準じて行使価額の調整を必要とする場合には、必要かつ合理的な範囲で、行使価額は

適切に調節されるものとする。

３．権利行使の条件として以下の(1）から(3）までの条件を設けております。

(1) 新株予約権の割当てを受けた者（以下、「新株予約権者」という。）は、権利行使時において、当社も

しくは当社の子会社・関連会社の取締役・監査役もしくは従業員たる地位にあることを要する。た

だし、対象者である取締役又は監査役が任期満了により退任した場合及び対象者である従業員が定

年退職した場合はこの限りではない。

(2) 新株予約権者が死亡した場合は、相続人はこれを行使できないものとする。

(3) その他の権利行使の条件は、本株主総会決議および新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社と

新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところによる。

　

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額
（千円）

資本金
残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成21年６月１日～
　
平成21年８月31日

― 63,841 ― 1,102,711 ― 1,033,711

　

　

　

（５）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年５月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】　　　　　

 平成21年８月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式 　3,756 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式　60,085 60,085 ―

端株式 ― ― ―

発行済株式総数 63,841 ― ―

総株主の議決権 ― 60,085 ―

　（注） 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が２株（議決権２個）含

まれております。

②【自己株式等】

 平成21年８月31日現在

所有者の氏名
又は名称
 

所有者の住所
 
 

自己名義所有
株式数（株）
 

他人名義所有
株式数（株）
 

所有株式数の
合計（株）
 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イン

ターアクション

 

神奈川県横浜市

金沢区福浦一丁

目１番地

3,756 ― 3,756 5.88

計 ― 3,756 ― 3,756 5.88

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
６月

 
７月

 
８月

最高（円） 43,20038,75038,000

最低（円） 32,60023,60026,900

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所（マザーズ）におけるものであります。

　

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平成20年８月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してお

ります。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から平

成20年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、公認会計士　中本優司及び公認会計士　丸亀哲也による

四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）及び当第

１四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については監査

法人双研社による四半期レビューを受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。

　第17期連結会計年度　　              　　公認会計士　中本優司及び公認会計士　丸亀哲也

　第18期第１四半期連結会計期間   　 　    

      及び第１四半期連結累計期間         　　 監査法人双研社
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 965,976 1,229,756

受取手形及び売掛金 145,615 111,158

有価証券 23,945 24,088

商品及び製品 33,374 48,265

仕掛品 122,341 159,551

原材料及び貯蔵品 197,476 246,439

その他 72,304 73,597

貸倒引当金 △43,686 △43,686

流動資産合計 1,517,347 1,849,170

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 306,620

※1
 311,118

その他（純額） ※1
 248,956

※1
 257,065

有形固定資産合計 555,576 568,183

無形固定資産

その他 30,683 34,766

無形固定資産合計 30,683 34,766

投資その他の資産

投資有価証券 250,167 255,996

その他 105,545 108,165

貸倒引当金 △242,426 △242,426

投資その他の資産合計 113,285 121,735

固定資産合計 699,546 724,685

資産合計 2,216,893 2,573,856

負債の部

流動負債

買掛金 9,114 8,404

1年内償還予定の社債 380,000 380,000

1年内返済予定の長期借入金 376,270 445,226

未払法人税等 － 3,366

製品保証引当金 11,427 7,337

その他 46,033 60,065

流動負債合計 822,846 904,399

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

四半期報告書

14/25



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年８月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年５月31日)

固定負債

社債 130,000 170,000

長期借入金 441,024 501,399

退職給付引当金 6,062 5,804

その他 355 －

固定負債合計 577,441 677,203

負債合計 1,400,287 1,581,602

純資産の部

株主資本

資本金 1,102,711 1,102,711

資本剰余金 1,033,711 1,033,711

利益剰余金 △865,738 △690,509

自己株式 △448,798 △448,798

株主資本合計 821,886 997,116

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △4,016 △4,469

為替換算調整勘定 △1,264 △393

評価・換算差額等合計 △5,280 △4,862

純資産合計 816,605 992,253

負債純資産合計 2,216,893 2,573,856
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成20年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

売上高 365,803 95,726

売上原価 215,144 ※1
 143,611

売上総利益又は売上総損失（△） 150,659 △47,884

販売費及び一般管理費 ※2
 170,602

※2
 118,527

営業損失（△） △19,942 △166,412

営業外収益

受取利息 2,221 206

受取配当金 0 0

為替差益 8,493 －

固定資産賃貸料 3,472 184

その他 439 565

営業外収益合計 14,627 955

営業外費用

支払利息 7,001 5,949

為替差損 － 2,879

原状回復費 2,800 －

その他 2,926 2,525

営業外費用合計 12,728 11,354

経常損失（△） △18,043 △176,811

特別利益

製品保証引当金戻入額 5,742 2,761

製造権譲渡益 30,437 －

その他 － 18

特別利益合計 36,180 2,780

特別損失

固定資産除却損 2,664 149

投資有価証券売却損 － 469

たな卸資産評価損 8,832 －

特別損失合計 11,497 619

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

6,639 △174,650

法人税、住民税及び事業税 1,126 578

法人税等調整額 14,960 －

法人税等合計 16,086 578

四半期純損失（△） △9,447 △175,229
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年６月１日
　至　平成20年８月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年６月１日
　至　平成21年８月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

6,639 △174,650

減価償却費 26,454 15,721

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,395 4,090

退職給付引当金の増減額（△は減少） △307 258

受取利息及び受取配当金 △2,222 △206

支払利息及び保証料 7,351 6,560

為替差損益（△は益） △7,479 3,082

有形固定資産除却損 2,664 149

たな卸資産評価損 8,832 96,469

売上債権の増減額（△は増加） △37,429 △34,456

たな卸資産の増減額（△は増加） 32,664 4,594

仕入債務の増減額（△は減少） △39,522 710

その他 △200,029 △6,451

小計 △205,779 △84,130

利息及び配当金の受取額 1,895 206

利息及び保証料の支払額 △11,313 △9,926

法人税等の支払額 △1,465 △2,560

営業活動によるキャッシュ・フロー △216,663 △96,410

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △30,741 △612

定期預金の払戻による収入 30,089 －

有形固定資産の取得による支出 △576 △578

無形固定資産の取得による支出 △682 －

投資有価証券の取得による支出 － △1,120

投資有価証券の売却による収入 477 7,103

敷金の差入による支出 △52 －

敷金の回収による収入 8,774 －

貸付けによる支出 △24,000 －

その他 △19 △9

投資活動によるキャッシュ・フロー △16,731 4,782

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の返済による支出 △6,900 －

長期借入れによる収入 50,000 50,000

長期借入金の返済による支出 △108,703 △179,331

社債の償還による支出 △40,000 △40,000

配当金の支払額 △224 △350

その他 △374 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △106,201 △169,681

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,345 △3,082

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △337,250 △264,391

現金及び現金同等物の期首残高 1,888,446 871,004

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 1,551,195

※1
 606,612

EDINET提出書類

株式会社インターアクション(E02336)

四半期報告書

17/25



【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　　　該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

（四半期連結貸借対照表）

　1 　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日内閣府　　　

    令第50号)が適用となることに伴い、前第１四半期連結会計期間において、「製品」として掲記されていたものは、　

当第１四半期連結会計期間から「商品及び製品」に、「原材料」及び流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

した「貯蔵品」は、「原材料及び貯蔵品」にそれぞれ一括して掲記しております。　　

　　  なお、当第１四半期連結会計期間に含まれる「製品」は 33,374千円、「原材料」は 196,257千円、「貯蔵品」は　

　  1,219千円であります。
　
　２　前第１四半期連結会計期間において投資その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました「投資有価証　

　　券」は、当第１四半期連結会計期間において、資産総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　　　なお、前第１四半期連結会計期間の投資その他の資産の「その他」に含まれる「投資有価証券」は 168,654千円

　　であります。
　
　３　前第１四半期連結会計期間において流動負債の「その他」に含めて表示しておりました「１年内償還予定の社

　　債」は、当第１四半期連結会計期間において、負債及び純資産総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

　　　なお、前第１四半期連結会計期間の流動負債の「その他」に含まれる「１年内償還予定の社債」は 80,000千円

　　であります。　
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【簡便な会計処理】

 （固定資産の減価償却費の算定方法）

　 定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に 

 よっております。　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　該当事項はありません。

 

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年５月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、 434,174千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、 425,117千円であ

ります。

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

　　　　　　　――――――――――――

　

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

※１　売上原価には、たな卸資産評価損 96,469千円が含ま

れております。

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

役員報酬 15,970千円

給料及び手当 47,560千円

賞与引当金繰入額 7,283千円

製品保証引当金繰入額 3,978千円

役員報酬 12,775千円

給料及び手当 21,831千円

製品保証引当金繰入額 7,043千円

　

　

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年８月31日現在） （平成21年８月31日現在）

　現金及び預金勘定

（千円）

1,608,222

　預入期間が３ヶ月を

  超える定期預金
△57,026

　現金及び現金同等物 1,551,195

　

　現金及び預金勘定

（千円）

965,976

　預入期間が３ヶ月を

  超える定期預金
△359,363

　現金及び現金同等物 606,612

　

　　

　

（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年８月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年６月１日　至　

平成21年８月31日）

    １．発行済株式の種類及び総数

　      普通株式　　63,841株

　

　２．自己株式の種類及び株式数　

 　　普通株式　 　3,756株

　　

３．新株予約権等に関する事項　

該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項　

該当事項はありません。
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５．株主資本金額の著しい変動　

該当事項はありません。
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）

 
電子部品
検査装置事業
（千円）

セキュリティ
関連事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
　（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 361,369 4,433 365,803 － 365,803

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,400 972 3,372 (3,372) －

計 363,769 5,406 369,176 (3,372) 365,803

営業利益（又は営業損失△） 118,844△27,901 90,942(110,885)△19,942

（注）１　事業区分の方法

　　事業は、製品の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な製品 

事業区分 主要製品 

 電子部品検査装置事業  光源装置、IPモジュール、カメラモジュール検査システム

 セキュリティ関連事業  光応用センサー製品

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　　　　　電子部品検査装置事業の売上高及び営業損失の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業損失の金額の合

　　　　　計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

       

【所在地別セグメント情報】

　前第１四半期連結累計期間　（自 平成20年６月１日　至　平成20年８月31日 ）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　当第１四半期連結累計期間　（自 平成21年６月１日　至　平成21年８月31日 ）

　本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90%超であるため、所在地別セグメント情報　

の記載を省略しています。

　

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年６月１日　至　平成20年８月31日）　

 アジア 北米 欧州  計

Ⅰ　海外売上高（千円） 66,742 47 11,949 78,739

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 365,803

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 18.2 0.0 3.3 21.5　

（注）１．国又は地域は、地理的近接度により区分しております。

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。

　  (1) アジア・・・・・台湾、韓国、シンガポール

　　(2) 北米・・・・・・アメリカ

　　(3) 欧州・・・・・・フランス

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

　

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　　　　　　海外売上高は、連結売上高の10%未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。　
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（有価証券関係）

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末に比べて著しい変動は認められませんので、記載を

省略しております。

 

（デリバティブ取引関係）

デリバティブ取引は、すべてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。　

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

　

　

（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年８月31日）

前連結会計年度末
（平成21年５月31日）

１株当たり純資産額 13,590.84円 １株当たり純資産額 16,514.17円

２．１株当たり四半期純損失金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額(△) △155.28円 １株当たり四半期純損失金額(△) △2,916.36円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失

であるため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年６月１日
至　平成20年８月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年６月１日
至　平成21年８月31日）

１株当たり四半期純損失金額         

四半期純損失(△)(千円) △9,447 △175,229

普通株主に帰属しない金額（千円） －    －

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △9,447 △175,229

期中平均株式数（株） 60,841 60,085

　

（重要な後発事象）

　 当第１四半期連結会計期間（自　平成21年６月１日　至　平成21年８月31日）

　 資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について

　

　当社は、平成21年８月７日の取締役会において、資本金及び資本準備金の額の減少並びに剰余金の処分について

決議し、平成21年８月26日開催の第17期定時株主総会において承認可決され、平成21年10月５日付けで効力発生を

予定しておりましたが、債権者異議申述期間を延長することとなったため、改めて平成21年11月20日(予定）を効

力発生日としております。

　 　

（リース取引関係）

　リース取引開始日が平成20年５月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、引き続き通常

の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、前連結会計年度末と比べて、著しい変動が認められ

ませんので、記載をしておりません。

　

２【その他】
　　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成20年10月10日

株式会社インターアクション

取締役会　御中

 中本公認会計士事務所  

   公認会計士 中　 本　 優　 司　　印

 丸亀公認会計士事務所  

   公認会計士 丸　 亀　 哲　 也　　印

　私たちは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インターアク

ションの平成20年６月１日から平成21年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年６月１日から

平成20年８月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私

たちの責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　私たちは、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。四半

期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その

他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　私たちが実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インターアクション及び連結子会社の平成20年８月31日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用しているため、当該会計基準により四半期連結財務諸表を作

成している。　

２．重要な後発事項に記載されているとおり、会社の取引先である株式会社プロデュースは、平成20年９月26日、新潟地

方裁判所に民事再生手続開始の申立てを行い、受理された。同社に対する同日現在の債権額は32,880千円であり、回収不能

見込額は現在のところ不明である。　

　

　会社と私たちとの間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年10月６日

株式会社インターアクション

　取　締　役　会　　御中

 監査法人　 双　研　社  

　 　 　

   
代表社員

業務執行社員　
　 公認会計士　吉澤　秀雄　印

　

   
代表社員

業務執行社員　
　 公認会計士　山本　英俊　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社インターア

クションの平成21年６月1日から平成22年５月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成21年６月１日か

ら平成21年８月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年６月１日から平成21年８月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社インターアクション及び連結子会社の平成21年８月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）　１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

　　期報告書提出会社）が別途保管しています。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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